
公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について 
※ 岩手県、宮城県、福島県を除く４４都道府県分のデータを集計。 

 

 
＜ポイント（小中学校）＞ 
 
 
Ⅰ．校舎等の耐震化 
 
● 耐震化率：８０.３％（対前年度 ７.０ポイント増） 

○小中学校の耐震化率は、平成１４年度の調査開始以降、過去最大の伸び率 

○耐震化率が１００％を達成している設置者：５４５設置者（全体の３２．８％） 

○一方で、耐震化率がいまだ５０％未満の設置者：９９設置者（全体の６．０％） 

・設置者別の耐震化率の状況及び一覧については、資料５、資料７参照。 

・耐震化率１００％を達成している５４５設置者の内訳については、資料８参照。 

・耐震化の取組が遅れている設置者の一覧については、資料９参照。 

○過去３年間で、耐震化率の伸び率が５０ポイントを超える設置者： 

大阪府高石市、鹿児島県垂水市、奈良県大和郡山市など１２９設置者 

・平成 20 年度からの耐震化率の伸び率が大きい市及び町村の一覧については、資料 10 参照。 

 

● 耐震性がない建物（耐震診断未実施の建物含む）：２２,９１１棟 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２３（２０１１）年４月１日現在

※１：岩手県、宮城県、福島県は除く。 ※２：耐震性が確認されていない建物を含む。

　昭和56(1981)年以前の建物
　67,814棟（58.3％）

耐震性なし＋未診断

22,911棟（19.7%)

耐震診断済
67,028棟（98.8%)

耐震性あり

93,486棟（80.3%)

昭和57(1982)年以降の建物
　48,583棟（41.7％）

全体棟数※１

116,397棟

耐震性がある建物
(改修済みを含む)
44,903棟(38.6％)

　耐震診断未実施建物
786棟(0.7％)

　耐震性がない※２建物
で未改修のもの

　22,125棟(19.0％)

67,028棟(耐震診断実施棟数)

67,814棟(昭和56年以前の建物)
98.8% =



●耐震診断実施率※：９８.８％（対前年度 ０.８ポイント増） 
※第２次診断、第１次診断又は耐震化優先度調査が実施済みの棟数の割合 

○耐震診断未実施の建物を保有する設置者：２７４設置者 

 ・２７４設置者の内訳については、資料 14 参照。 

○耐震診断の結果については、全設置者が公表済み 

○耐震化工事に先立って行う 
第２次診断等の実施率：９０.０％（対前年度 ５.４ポイント増） 
第２次診断等が未実施の棟数：６，７７７棟 

  ※第２次診断等：耐震診断のうち、耐震性能を詳細に評価し、具体的な耐震補強内容の検討を行うため

の診断。耐震化工事の設計を行うために必要。 

  ※第２次診断等実施率：第２次診断等実施棟数／昭和５６年以前の建物 

 

 

Ⅱ．非構造部材（今年度初めて調査を実施） 

天井材、照明器具、窓ガラス、外装材、内装材、設備機器、家具等の非構造部材に関して、耐震

点検及び耐震対策の実施状況を調査。 

※学校教職員による点検は１年以内、学校設置者、専門家による点検は３年以内に実施したものが調査の対象。 

● 非構造部材の耐震点検の実施率※：６５.３％ 
※全学校(28,930 校)のうち、点検主体（学校教職員、学校設置者、専門家）に関わらず、少なくとも上

記７項目の全てについて耐震点検を実施した学校の割合。（点検未実施の項目が一部でも残っている

場合、部分的に点検を実施していても「点検未実施」としている。） 

※学校設置者が、必要と判断する耐震点検を実施している場合、「実施済み」に計上。 

 

● 非構造部材の耐震対策の実施率※：４５.４％ 
※耐震点検を実施した学校(18,891 校)のうち点検の結果判明した異常箇所の全てについて対策を終え

ている学校の割合。（異常箇所が一部でも残っている場合、何らかの対策を実施していても「対策未

実施」としている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：全学校(28,930 校)のうち、点検主体（学校教職員、学校設置者、専門家）に関わらず、少なくとも上記７項目全ての 

耐震点検を実施している学校。 

※２：耐震点検を実施した学校（18,891 校）のうち、点検の結果、判明した異常箇所の全てについて対策を終えている学校。 

※３：平成 23(2011)年５月１日現在の状況。 

※４：岩手県、宮城県、福島県は除く。 

 

 対策未実施 
１０，３１１校

（５４．６％）

対策を実施※２

８，５８０校 
（４５．４％）

点検未実施 
１０，０３９校 
（３４．７％） 点検を実施※１ 

１８，８９１校 
（６５．３％）



１．これまでの取り組み 
 
（１）東日本大震災では、学校施設が子どもの命を守っただけではなく、今でも多くの施

設が避難所として機能しているところであり、その安全性の確保が極めて重要である

ことが強く認識された。 

 

（２）平成２３年５月には、施設整備基本方針と施設整備基本計画を改正し、地震防災対

策特別措置法の国庫補助の嵩上げ措置が平成２７年度末まで延長されたことを踏まえ、

平成２７年度までの５年間のできるだけ早い時期に、公立の学校施設の耐震化を完了

させるという目標を明確化した。また、建物自体のみならず、天井材や外装材等の非

構造部材の耐震化の推進についても新たに盛り込んだ。 
 

（３）平成２３年７月には、今回の震災被害を踏まえ、学校耐震化の一層の加速や非構造

部材の耐震対策の速やかな実施の必要性等を盛り込んだ「『東日本大震災の被害を踏ま

えた学校施設の整備について』緊急提言」が有識者会議において取りまとめられた。 
 

（４）文部科学省では、速やかな耐震診断の実施及び結果の公表や、耐震診断の結果、緊

急性の高い建物から優先的に耐震化に取り組むこと、２次診断等の早期実施、非構造

部材の耐震対策の推進などを通知するなど、設置者の耐震化への取組を要請、支援し

てきた。 
 
 

２．調査結果 

ポイントは前述の通り。調査結果における、その他の主な留意点は以下の通り。 

（１）耐震化率が上位の都道府県は以下のとおり。（耐震化率が９０％を超える都道府県） 

①静岡県  ９８.２％   ⑤東京都  ９４.１％ 

②神奈川県 ９７.７％   ⑥山梨県  ９３.７％ 

③愛知県  ９５.５％   ⑦滋賀県  ９１.１％ 

④三重県  ９５.２％ 

 

（２）昨年調査時点から耐震化の進んだ都道府県は以下のとおり。（耐震化率の伸び率が高

い都道府県（対前年度１０ポイント増以上）。 

①熊本県  １６.５％   ⑥長崎県  １０.９％ 

②青森県  １３.６％   ⑦和歌山県 １０.４％ 

③香川県  １３.０％   ⑦高知県  １０.４％ 

④徳島県  １２.６％   ⑨山形県  １０.０％ 

⑤秋田県  １１.５％   ⑨滋賀県  １０.０％ 

 



（３）調査を開始した平成１４年度から平成２３年度までの１０年間で、耐震化が大きく

進んだ都道府県は以下のとおり。 

（平成１４年度） → （平成２３年度）   〔伸び率〕 

全国平均：   ４４.５％  →     ８０.３％   〔３５.８ポイント〕 

①香川県：   ２３.３％  →     ８４.８％   〔６１.５ポイント〕 

②和歌山県： ３４.１％  →     ８４.１％   〔５０.０ポイント〕 

③愛知県：   ４５.９％  →     ９５.５％   〔４９.６ポイント〕 

④宮崎県：   ３５.９％  →     ８２.４％   〔４６.５ポイント〕 

⑤徳島県：   ３１.６％  →     ７７.５％   〔４５.９ポイント〕 

 
（４）大規模な地震によって倒壊等の危険性が高い（Ｉｓ値０.３未満）と推計される施設

は、昨年度の７，４９８棟から４，６１４棟となった（対前年度２，８８４棟減）。 

 

※ 本調査は、調査時点の状況を集計したものであることから、平成２２年度補正予算等

により工事中であるものや、平成２３年度当初予算、平成２３年度第１次補正予算に

よる耐震化事業等については、今回の調査結果には反映されていない。 
 
 
 
３．今後の取り組み 

地震防災対策特別措置法の国庫補助の嵩上げ措置が平成２７年度末まで延長されたこ

と、施設整備基本方針と施設整備基本計画を改正し、平成２７年度までの５年間のできる

だけ早い時期に、公立の学校施設の耐震化を完了させるという目標を明確化したことなど

を踏まえ、今後、以下のとおり取り組む。 

（１）平成２３年度当初予算、平成２３年度第１次補正予算の着実な執行 
約３，０００棟分の予算措置 １，０１３億円 
（うち、小中学校分 約２，９００棟）  

☆平成２３年度当初予算、平成２３年度第１次補正予算による事業の完了後は、公立小

中学校施設の耐震化率は約８６％と推計 

☆現在実施中の耐震化事業（約３，３００棟）及び上記の約２，９００棟の事業完了後、

耐震性がない建物（耐震診断未実施の建物を含む）は、約１６，７００棟＋α（岩手

県、宮城県、福島県分）となる見込み 

 

（２）東日本大震災を受けて、学校耐震化への取組を予定よりも前倒して実施する動きが

多くの学校設置者において生じている。文部科学省としても、今後も引き続き、耐震

性のない学校施設全ての耐震化に向け、非構造部材の耐震対策を含め、各地方公共団

体に対して更なる取組を促すとともに、必要な予算の確保に努める。 



４．調査結果の概要 

（１）耐震化の状況 

（44都道府県分）
※２

幼稚園 ６０．１％ ６６．２％ （６５．７％） ７０．９％

小中学校 ６７．０％ ７３．３％ （７３．１％） ８０．３％

高等学校 ６７．８％ ７２．９％ （７２．８％） ７７．７％

特別支援学校 ８２．８％ ８７．９％ （８７．８％） ９１．０％

耐震化率※１

平成２２年４月１日平成２１年４月１日 平成２３年４月１日

 
○木造の小中学校建物の耐震化率は７４．２％（６７．４％）※2 
※１：全建物のうち、耐震性がある棟数（昭和５７年以降建築の棟数及び、昭和５６年以前建築で耐震性が

ある棟と耐震補強済みの棟）の割合 
※２：（ ）内の数値は、岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した４４都道府県分の平成２２年

４月１日現在の値 
 

（２）今後、耐震化が必要な建物の状況 

（44都道府県分）
※２

幼稚園 ２，０１１棟 １，６８３棟 （１，６０３）棟 １，３３３棟

小中学校 ４１，２０６棟 ３３，１３４棟 （３１，６０４）棟 ２２，９１１棟

高等学校 １０，０９０棟 ８，３８３棟 （７，９０６）棟 ６，４０６棟

特別支援学校 ９４２棟 ６６５棟 （６３８）棟 ４７８棟

平成２１年４月１日平成２２年４月１日 平成２３年４月１日

残棟数※１

 
※１：耐震性がない、または耐震診断未実施の棟の合計 
※２：（ ）内の数値は、岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した４４都道府県分の平成２２年

４月１日現在の値 

 
（３）耐震診断実施率の状況 

（44都道府県分）※２

幼稚園 ７９．１％ ８９．０％ （８９．４％） ９２．０％

小中学校 ９５．７％ ９８．０％ （９８．０％） ９８．８％

高等学校 ９３．１％ ９６．３％ （９６．４％） ９７．５％

特別支援学校 ９５．５％ ９７．６％ （９７．５％） ９８．７％

平成23年4月1日

耐震診断実施率※１

平成21年4月1日 平成22年4月1日

 
※１：旧耐震基準建物（昭和５６年以前建築）のうち耐震診断実施済み棟数の割合 
※２：（ ）内の数値は、岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した４４都道府県分の平成２２年

４月１日現在の値 



（４）非構造部材の耐震点検の実施状況 

・幼稚園    ５７.８％（ ４,３７１園中  ２,５２５園で実施）  

・小中学校   ６５.３％（２８,９３０校中１８,８９１校で実施）  

・高等学校   ７７.３％（ ３,４７６校中  ２,６８８校で実施）  

・特別支援学校 ８０.４％（   ９０８校中     ７３０校で実施）  

※全学校のうち、点検主体（学校教職員、学校設置者、専門家）に関わらず、少なくとも天井材、照明器具、窓

ガラス、外装材、内装材、設備機器、家具の全てについて耐震点検を実施した学校の割合 

※学校設置者が、必要と判断する耐震点検を実施している場合、「実施済み」に計上 

 

（５）非構造部材の耐震対策の実施状況 

・幼稚園    ３８.４％（ ２，５２５園中    ９７０園で実施） 

・小中学校   ４５.４％（１８，８９１校中  ８，５８０校で実施） 

・高等学校   ４０.７％（ ２，６８８校中  １，０９５校で実施） 

・特別支援学校 ５２.１％（    ７３０校中   ３８０校で実施） 

※耐震点検を実施した学校のうち点検の結果判明した異常箇所について対策を終えている学校の割合 

（異常箇所が一部でも残っている場合、何らかの対策を実施していても「対策未実施」としている。） 

 

 

 


